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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成26年６月27日に提出した第150期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）有価証券報告書の記載事項

の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１．連結財務諸表等

(1）連結財務諸表

注記事項

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

４．会計処理基準に関する事項

（連結損益計算書関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

４．会計処理基準に関する事項

 

　　（訂正前）

(1）～(3）省略

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（１～10年）による定額法により

費用処理しています。

数理計算上の差異は、連結子会社㈱横河ブリッジおよび㈱横河システム建築はその発生時の連結会計年度に

全額費用処理しています。連結子会社横河工事㈱は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定率法により翌連結会計年度から費用処理しています。

③小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社㈱横河住金ブリッジ、㈱横河技術情報および㈱楢崎製作所は、退職給付に係る負債及び退職給付

費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用してい

ます。

 

　　（訂正後）

(1）～(3）省略

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（１～10年）による定額法により

費用処理しています。

数理計算上の差異は、連結子会社㈱横河ブリッジおよび㈱横河システム建築はその発生時の連結会計年度に

全額費用処理しています。連結子会社横河工事㈱は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定率法により翌連結会計年度から費用処理しています。

③小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社㈱横河住金ブリッジおよび㈱楢崎製作所は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退

職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とし、また、連結子会社㈱横河技術情報については、一時

金制度については期末自己都合要支給額、企業年金制度については直近の年金財政計算上の数理債務を退職給

付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。
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（連結損益計算書関係）

 

　　（訂正前）

※１．～※６．省略

※７．減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類

千葉県千葉市 賃貸用不動産 建物、土地等

当社グループは、事業用資産については事業を基準としてグルーピングを行い、賃貸用不動産については個別

資産ごとにグルーピングを行っています。

千葉県千葉市の賃貸用不動産の売却を決定したことに伴い、当連結会計年度において当該資産を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を用途転用に伴う減損損失（土地 182百万円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額については、売却予定価格か

ら処分費用見込額を差引いて算定しています。

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

場所 用途 種類

北海道苫小牧市 機材センター 建物、土地等

福岡県糟屋郡 機材センター 建物、土地等

当社グループは、事業用資産については事業を基準としてグルーピングを行い、賃貸用不動産については個別

資産ごとにグルーピングを行っています。

北海道苫小牧市および福岡県糟屋郡の機材センターの用途転用を決定したことに伴い、当連結会計年度におい

て当該資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を用途転用に伴う減損損失（土地 80百万円、建物 11百万

円）として特別損失に計上しています。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額によっています。

 

　　（訂正後）

※１．～※６．省略

※７．減損損失

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

場所 用途 種類

千葉県千葉市 賃貸用不動産 建物、土地等

当社グループは、事業用資産については事業を基準としてグルーピングを行い、賃貸用不動産については個別

資産ごとにグルーピングを行っています。

千葉県千葉市の賃貸用不動産の売却を決定したことに伴い、当連結会計年度において当該資産を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を用途転用に伴う減損損失（土地 182百万円）として特別損失に計上しました。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額については、売却予定価格か

ら処分費用見込額を差引いて算定しています。

当連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

場所 用途 種類

北海道苫小牧市 機材センター 建物、土地等

福岡県糟屋郡 機材センター 建物、土地等

当社グループは、事業用資産については事業を基準としてグルーピングを行い、賃貸用不動産については個別

資産ごとにグルーピングを行っています。

北海道苫小牧市および福岡県糟屋郡の機材センターの用途転用を決定したことに伴い、当連結会計年度におい

て当該資産を回収可能価額まで減額し、当該減少額を用途転用に伴う減損損失（土地 80百万円、建物 11百万

円）として特別損失に計上しています。

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額については、売却予定価格

によっています。
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